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戦争法廃止へ

2000万署名始まる
◆署名が始まっています。九条の会でも署名用紙

を配布しています。増し刷りは大歓迎です。ダウ

ンロードは総がかり行動実行委員会のウェブサイ

ト（ http://sogakari.com ）からできます。

◆ポスターなど署名推進のためのグッズも用意。

◆インターネットからも署名できます！

http://goo.gl/Kx8nY2

なお、ネット署名は、制度上総理大臣あてのみ

有効ですので、官邸提出分として取り扱います。

総がかり行動 12.15(火)夕方を中心に各地で

自衛隊を戦場へ送るな！総がかり講演集会

12月19日(土)１４時～北とぴあ・さくらホール

沖縄を孤立させるな！
理不尽な政府の職権乱用

政府の身内に救済を求めるとか、差し

止めの差し止めなどという屁理屈での

職権乱用。沖縄県と安倍内閣との闘い

が熾烈です。政府はここでも憲法を踏

みにじり、地方自治法を勝手に解釈し

て、沖縄県の訴えを退けようとしています。いよい

よ法廷闘争となり、翁長知事の県民の叫びを代弁す

る法廷での訴えが心を打ちました。。

法廷闘争は裁判官の良心に訴えるということにな

りますが、単に裁判官の資質に期待するというので

はなく、裁判を世論の盛り上がりでサポートする必

要があります。法の運用というのは決して条文の厳

密な解釈のみで行われるわけではありません。社会

の様々な変化の中で国民の考え方も変わります。そ

うした動きの中で社会を安定的に運営していくこと

は司法の大切な役割です。国民の圧倒的な声を無視

することはできません。圧倒的世論を法廷に！

普天間飛行場の移設に伴う名護市辺野古への新基地

建設計画反対を訴えるため、沖縄の「島ぐるみ会議」

は訪米団を組み、米国で各方面に訴えた。「建白書」

を実現し未来を拓（ひら）く島ぐるみ会議の呉屋守将

共同代表（金秀グループ会長）らは11月20日、「米労

働総同盟産別会議（AFL-CIO）（組合員1250万人、米国

最大の労働組合）」を訪ね、米軍普天間飛行場の県外・

国外移設に向けた協力を求めた。キャッシー・ファイ

ンゴールド国際部長は「平和への闘いを広めていきた

い」と述べ、協力を表明した。AFL-CIOはオバマ米大統

領の支持母体でもある。

会談で呉屋共同代表は、

日米両政府が県民の民意

に反して辺野古移設を強

行していると指摘した上

で「沖縄は平和、民主主

義の危機にひんしている」と述べ、協力を呼び掛けた。

ファインゴールド氏は「私たちは基地関連と反核運動

に重点を置いてる」と説明。２～３千人の組合員で構

成するAFL-CIO傘下のアジア太平洋系アメリカ人労働者

連合（APALA）が１５日に新基地建設に反対し、沖縄県

民と連帯する決議をしたことを踏まえ「連帯すること

が大事だということが分かった。ＡＰＡＬＡと共同し

て、闘いを広めていきたい」と述べた。

訪米団はAFL-CIO幹部との会談のほか、ホワイトハウス

前での抗議集会や連邦議員スタッフと面談した。

訪米日程終了後、ワシントンで記者会見した呉屋共同

代表は、連邦議員への理解促進をはじめ米国での活動

を強化していく意向を示した。

用紙と集約

署名用紙が必要な方はご連絡ください。

また、署名が集まったらお知らせいただければ受け取りに伺います。

世話人などにご連絡ください。 郵送でも構いません。

270-0111 江戸川台東3-65-15 石林紀四郎

い く さ

政府は11月26日沖縄県石垣市の中山義隆市長に500

～600人の自衛隊を配備すると伝え、協力要請をしまし

た。配備するのはミサイル部隊と警備で、隊舎や射撃

場、火薬庫などが作られる予定といいます。

政府は中国の海洋進出の動きを口実に、米軍基地の

強化とともに無人島を含めて防衛体制を固めるとして、

奄美大島や沖縄の宮古島、与那国島など南方の島への

自衛隊配備を強化しています。これらの地域を本土防

衛の捨て石にした過去を繰り返してはなりません。



１２月９日(水)「おおたかの森駅」 １５:３０～
１２月１９日(土) 下記の流山連絡会の取り組みがありますの
で、都合のつく方はご参加ください。

九条の会の新しいリーフも配布します。

おおたかの森駅 14：00～15：00
☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺☺

カンパはこちらの郵便振替口座へ

００１３０-５-４６４７３５ 口座名 九条の会流山

昨年12月６日特定秘密保護法が成立して１年。成

立時に懸念されたことが杞憂ではなかった。

指定された秘密情報は適正評価で可とされた人しか

扱えない。この適性を判断する対象が国家公務員だ

けで６万人余、その他の公務員や民間人を加えると

大変な数だ。その身辺が洗われるが、結果も秘密。

秘密指定をされた件数は数百件らしいがその適否を

監視するため国会内に置かれた「情報監視委員会」

はこれも秘密会のため、国民には分からない。政府

の中にも「独立公文書管理監」なるものが置かれて

年一回総理大臣に報告することになっているがまだ

行われていないし、そもそも内閣府に置かれた政府

部内の組織で、その監視機能が働くとは思えない。

こうした中で戦争法が成立し、本格的に動きが加速

する恐れがある。

特定秘密保護法……防衛、外交、スパイ防止、テロ防止の

４分野で外部に漏れれば日本の安全保障上の支障を生じ

る恐れがあると政府が判断すれば特定秘密に指定できる。

これを漏らした場合、原則、公務員は１０年、市民や報

道関係者は５年の懲役が科せられる。

「戦争法……シンポジウム」に中国人の参加拒否？
ルポライターの鎌田慧氏などが呼び掛け人となっ

ている市民団体「アジアと日本の連帯実行委員会」

が主催したシンポジウム「戦争法の廃止を求め

侵略と植民地支配の歴史を直視しアジアに平和

をつくる集い」に参加予定だった証言者の中国人

12名がビザの申請したが外務省は却下。同様のシ

ンポジウムを2005年から毎年開催してきたが、

海外からの参加者にビザが発給されなかったのは

初めてという。

外務省は却下の理由を明らかにしていないが主催

者側は「政府は戦争被害者の実態を日本人に伝え

過ちを繰り返さないよう日中交流を深めようとす

る人たちの気持ちを踏みにじったものだ」と批判。

国連の調査拒んだ日本政府
表現の自由を担当する国連のデービッド・ケイ特

別報告者（米国）が１２月１日から８日まで予定し

ていた日本での現地調査が、日本政府の突然の要請

で延期された。国連の調査が急に延期されるのは異

例で、ケイ氏は「がっかりした」と述べ、日程の再

調整に期待を示した。外務省は「予算編成などのた

め万全の受け入れ態勢が取れず、日程を再調整する」

と説明しているというが果たして……？

報道の自由度６１位先進国の中で最低
アムネスティニュースレターから

ジャーナリストによる国際的なＮＧＯ「国境なき記者団」

という組織があり、毎年「報道の自由度ランキング」を発表

しています。このランキングはメディアの独立性や多様性、

透明性、インフラ、政府による法規制などを数値化して比較

したものです。第一回の2002年には26位、2010年には11位を

獲得したこともありましたが、東日本大震災と福島原発事故

後の2012年、津波と福島原発事故の報道が過度に規制された

ことを受け、22位へと後退。13年も原発事故関連を中心に情

報隠しが続いたことで透明性が問題視され、一気に53位へと

転落しました。14年もランクを下げて59位、今年はついに過

去最低の61位となってしまいました。ちなみにこれは自由度

の5段階評価で3番目の「目立った問題あり」に分類されるも

のです。

日本の報道の自由に関して指摘され続けている問題に「記者

クラブ」の存在があります。大手メディアが中心となって構

成されており官公庁や警察などに記者室を持って、半ば独占

的な取材を行っているもので、民主党政権時代の2010年にラ

ンクが上がったのも政府による記者会見が一部オープン化さ

れたことが一つの要素だったと思われます。

特定秘密保護法が最大の原因
「国境なき記者団」は2015年の公表

の中で「国家の安全保障」という項

目で日本について「特定秘密保護法

は国家機密を漏らした内部告発者と、

違法にあるいは内部告発者から入手

した情報を報道したジャーナリスト、ブロガーを、最長10年

の刑に科すものであると指摘しています。

また「国境なき記者団」のアジア太平洋地域のトップである

ベンジャミン・スマイル氏は「この法律は明らかに日本の憲

法に反している。市民の知る権利を軽視し、極めて重

要な情報へのアクセスを制限することで、安倍首相は日本を

50年前に引きもどしている」と語っています。


